デフレ不況からの脱却と地域経済の振興に向けて最低
賃金の改善と中小企業支援策の拡充を求める意見書

　今や日本の労働者の３人に１人は非正規、４人に１人は年収２００万円以下のワーキング・プアである。平均賃金(年収)は、１９９７年に比べて５８万円も減っている。これほどの賃金下落は世界に例をみず、日本経済が消費の縮小とデフレ不況に陥るのも当然である。家計の厳しさから、モノは売れず、生産は縮小し、雇用破壊と企業の経営危機を招く事態となっている。
　収入が少なく不安定なため、結婚できず、子どもを産み育てられない青年も増えている。これ以上、低賃金の蔓延を放置し続ければ、日本社会は崩壊してしまう。
　東日本大震災からの復興も停滞している。政府が準備している大型の公共投資や自治体の各種施策、民間の投資も、まともに暮らせる賃金、専門性に見合った賃金を伴う雇用の創出につがならなければ、人々の生活再建も地域の復興も進まない。

　今の地域別最低賃金は、東京で８５０円、鳥取県では６５３円、フルタイムで働いても税込みで１５３万円～１１７万円では、まともな暮らしはできない。地域間格差も大きく、鳥取県と東京では時間額で１９７円も格差がある。こうした格差が青年の県外流出を促している。最低賃金は、地域間格差を解消しつつ、大幅に引き上げる必要がある。

　２０１０年には「できる限り早期に全国最低８００円を確保し、景気状況に配慮しつつ、２０２０年までに全国平均１,０００円を目指す」という政労使の「雇用戦略対話合意」が成立している。最低賃金１,０００円は、中小企業には支払いが困難との意見もあるが、欧州の先進諸国の最低賃金は、購買力平価換算で月額約２０万円、時間額
１,０００円以上が普通である。高い水準の最低賃金で消費購買力を確保し、地域経済と中小企業を支える経済を成り立たせている。

　日本でも、中小企業への経営支援を拡充しながら、最低賃金を引き上げる必要がある。生活できる水準の最低賃金を確立し、それを基軸として生活保護基準、年金、農民の自家労賃、下請け単価、家内工賃、税金の課税最低限度等を整備していけば、誰もが安心して暮らせ、不況に強い社会をつくることができる。

　以上の趣旨により、下記の項目の早期実現を求める。

記

１．政府は、ワーキング・プアをなくすため、最低賃金の大幅引き上げを行うこと。
２．政府は、全国一律最低賃金制度の確立等、地域間格差を縮小させるための施策を進めること。
３．政府は、中小企業への経営支援策を拡充すること。景気動向をふまえ、金融円滑化法の打ち切りを止めて再延長すること。
４．政府は、中小企業に対する代金の買い叩きや支払遅延等をなくすため、中小企業憲章をふまえた下請二法、独占禁止法、中小企業基本法の改正と、公共事業における適正な単価と報酬を確保するための法の制定を行うこと。

５．政府は、雇用の創出と安定に資する政策を実施すること。
　　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　平成２５年６月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】

衆議院議長

参議院議長

内閣総理大臣　
厚生労働大臣　

経済産業大臣

国土交通大臣
地方財政の充実・強化を求める意見書

　2013年度の地方財政計画において、政府は、国の政策目的の実現のために、地方公務員の臨時給与減額に係る地方交付税減額をおし進めました。このことは、地方財政制度の根幹を揺るがすものであり、憲法が保障する地方自治の本旨からみて、容認できるものではありません。

　地方交付税は地方の固有財源であり、地方交付税法第1条に規定する「地方団体の独立性の強化」、「地方行政の計画的な運営」に資するものでなければなりません。この法の目的を実現するため、地方財政計画・地方交付税については、国の政策方針のもとに一方的に決するべきではなく、国と地方の十分な協議を保障した上で、そのあり方や総額について決定する必要があります。

　さらに、被災地の復興、子育て、医療、介護などの社会保障、環境対策など地方自治体が担う役割は増大しており、地域の財政需要を的確に見積もり、これに見合う地方交付税総額を確保する必要があります。

　以上のことから、公共サービスの質の確保と地方自治体の安定的な行政運営を実現するため、2014年度の地方財政計画、地方交付税総額の拡大にむけて、政府に次のとおり、対策を求めます。

記

１．地方財政計画、地方交付税総額の決定に当たっては、国の政策方針に基づき一方的に決するのではなく、国と地方の協議の場で十分な協議のもとに決定すること。

２．社会保障分野の人材確保、農林水産業の再興、環境対策などの財政需要を的確に把握し、増大する地域の財政需要に見合う地方財政計画、地方交付税総額の拡大をはかること。

３．被災自治体の復興に要する地方負担分については、国の責任において通常の予算とは別枠として確保すること。とくに、被災自治体の深刻な人材確保に対応するため、震災復興特別交付税を確保すること。

４．地方公務員給与費の臨時給与削減により減額した給与関係経費等に係る財源については、完全に復元すること。また、地方公務員給与費に係る地方財政計画、地方交付税の算定については、国の政策方針に基づき一方的に算定方法を決定するのではなく、地方自治体との協議、合意のもとで算定のあり方を検討すること。

５．地域の防災・減災に係る必要な財源は通常の予算とは別枠で確保するとともに、地方交付税などの一般財源と地方債などの特定財源の振替は厳に慎むこと。

６．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、小規模自治体に配慮した段階補正の強化、市町村合併の算定特例の終了を踏まえた新たな財政需要の把握について、対策を講じること。

　　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。

　　　平成25年6月20日

鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提 出 先】
衆議院議長

参議院議長

内閣総理大臣

総務大臣

財務大臣

経済産業大臣

経済再生担当大臣

年金２.５％削減中止を求める意見書

　　国会は昨年、２.５％年金削減法を含む国民生活に直結する重要法案を成立させました。

　その中でもとりわけ年金２.５％削減の実施は深刻な不況と生活苦の中にある高齢者の生活を圧迫し、悲惨な結果を招くことが危惧されます。

　年金は、自治体の高齢住民に直接給付される収入で、特に大都市部を離れた地域では、その削減は地域経済に大きな影響を及ぼすとともに、消費を冷え込ませ、不況を一層深刻にし、国の経済にも負の影響を与えることは懸念されます。

　さらに、今準備されているデフレ下のマクロ経済スライドの実施など、限りない年金削減の流れに道を開くものになり、若者を中心に年金離れが一層進み、年金制度への信頼はさらに低下することが懸念されます。

　このような事態を踏まえて、高齢者の生活と地域経済を守るためにも、下記事項について要請します。

記

１．「年金２.５％削減」を中止すること。

　　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

　　　　　　　　　　　　　　平成２５年６月２０日

　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県東伯郡琴浦町議会

【提出先】

内閣総理大臣　
厚生労働大臣　
